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機密性２情報

○市町村からの要請に応じ、橋梁やトンネル等の点検業務を県が受託して実施。

＜平成26年度～29年度の点検受託状況＞ ＜点検受託のメリット＞

＜平成２６年度＞
高野町（橋梁点検、法面点検）
＜平成２７年度＞
かつらぎ町、高野町、北山村（橋梁点検）
＜平成２８年度＞
有田市、高野町、湯浅町、印南町（橋梁点検）
＜平成２９年度＞
有田市、高野町、湯浅町、印南町（橋梁点検）

【手続きの流れ】 【イメージ図】
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点
検
完
了

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

資
料
調
査

・損傷の経年変化を把握できるよう、損傷図を作成
・適正で効率的な管理ができるよう、橋梁の諸元や
補修履歴を電子デ－タ化
・県職員が行う点検業務打合せに市町村職員が同
席することで市町村職員の技術力向上

点検業務受託の状況（和歌山県）

打合せ
※打合せに市町村
職員が同席
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『道路メンテナンス技術集団』による『直轄診断』

地方公共団体への支援策の一つとして、緊急かつ高度な技術力を要する可能性が高い
施設について直轄診断を実施（平成２６年度３橋梁、平成２７年度２橋梁＋１シェッド、平成２８年度２橋梁）

直轄診断：「橋梁、トンネル等の道路施設については、各道路管理者が責任を持って管理する」という原則の下、それでもなお、地方公共団体の技
術力等に鑑みて支援が必要なもの（複雑な構造を有するもの、損傷の度合いが著しいもの、社会的に重要なもの、等）に限り、国が地方
整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテナンス技術集団」を派遣し、技術的な助言を行うもの。

【直轄診断実施箇所とその後の対応】【全体の流れ】

【平成２８年度 直轄診断実施箇所】

■万石橋（秋田県湯沢市） ■御鉾橋（群馬県多野郡神流町）

＜御鉾橋の状況＞＜万石橋の状況＞

〈地方公共団体〉

点検・診断

〈道路メンテナンス会議〉

現地調査を踏まえ
直轄診断候補箇所の選定

〈国〉

直轄診断実施箇所の選定

直轄診断実施

結果とりまとめ

報告 推薦

報告

修繕代行事業、大規模修繕・更新事業等の実施

診断内容、地域の実情等に応じ、
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橋脚の洗掘

主桁のひびわれ

鉄筋の露出

主桁の変形

直轄診断実施箇所 措置

三島大橋
（福島県三島町）

修繕代行事業

大渡ダム大橋
（高知県仁淀川町）

修繕代行事業

大前橋
（群馬県嬬恋村）

大規模修繕・更新補助事業（更新）

沼尾シェッド
（福島県南会津郡下郷町）

修繕代行事業

猿飼橋
（奈良県吉野郡十津川村）

修繕代行事業

呼子大橋
（佐賀県唐津市呼子町）

修繕代行事業

万石橋
（秋田県湯沢市）

修繕代行事業

御鉾橋
（群馬県神流町）

修繕代行事業

洗掘範囲

橋脚基部側面図

単位（mm)

洗掘範囲
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大規模修繕・更新補助制度の概要【H27より】

今後、地方公共団体の管理する道路施設の老朽化の拡大に対応するため、大規模修繕・更新に対して複数年にわた
り集中的に支援を行うことにより、地方公共団体における老朽化対策を推進し、地域の道路網の安全性・信頼性を
確保することを目的とする。

制度の目的

補助対象

・橋脚の補強など、構造物の一部の補修・補強により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

・橋梁の架替など、構造物の再施工により、性能・機能の維持・回復・強化を図るもの

事業要件

■事業の規模

・都道府県・政令市の管理する道路の場合：全体事業費１００億円以上

・市区町村の管理する道路の場合 ：全体事業費 ３億円以上

■インフラ長寿命化計画等（平成29年度以降の措置 ）

・インフラ長寿命化計画（行動計画）において、引き続き存置が必要とされているものであること

・点検・診断等を実施し、その診断結果が公表されている施設であること

・長寿命化修繕計画（個別施設計画）に位置付けられたものであること

支援内容

・防災・安全交付金事業として実施した場合と同等の割合を国費として補助※

・事業の実施にあたり、国庫債務負担行為制度（４箇年以内）の活用も可能

個別の事業毎に採択するため、課題箇所に確実に予算が充当

※

※ 橋長15ｍ未満の橋梁、トンネル及び大型の構造物
にあっては、平成33年度以降の措置

※現行法令に基づく補助率を上回る分については
防災・安全交付金により措置
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